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協議会のスケジュール

港湾脱炭素化推進計画への移行

2 港湾脱炭素化推進計画の目標【温室効果ガス排出量の推計】

第1回協議会
(R5.5.23)

第2回協議会
(R5.11.6)

3 港湾脱炭素化促進事業及びその実施主体

4 計画の達成状況の評価に関する事項

港湾脱炭素化推進計画(素案)

第3回協議会
(R6.3.11)

協議会設置要綱 秋田県のCNPに関連した各部局講演
CNP協議会
(R4.10.19)

2 港湾脱炭素化推進計画の目標
【重要達成度指標(KPI)の設定】【温室効果ガス吸収量の推計】
【温室効果ガス排出量の更新】
【水素・アンモニアの需要推計及び供給目標】

(参考資料) 水素・アンモニア等の供給等のために必要な施設の規模・配置

5 計画期間

6 港湾脱炭素化の実施に関し港湾管理者が必要と認める事項

1 港湾の概要

第４回協議会
(R８.６.３０) 港湾脱炭素化推進計画(案) 港湾脱炭素化推進計画(案) (概要版)
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1.前回協議会からの更新について

< 国交省との協議・確認等について >
・数値の大幅な変更等はない
・その他

☞検討期間中に船川港の港湾計画が改訂された（計画書に反映）
☞KPI３における、港湾緑地の整備面積を再検討し「30ha」→「27ha」とした

下表（P10）の通り修正
☞排出量、吸収量の算定では、「年」表記から「年度」表記への変更
☞ロードマップにおけるその他事項の充実を図った。

具体的な数値目標KPI
（重要達成度指数） 長期(2050年度)中期(2040年度)短期(2030年度)

実質0トン/年
（2013年比100%減）

64.4万トン/年
（2013年比73%減）

128.7万トン/年
（2013年比46%減）

KPI1
CO2排出量

KPI
（重要達成
度指数

100%100%
62%

(2021年時点 5%)

KPI2
低・脱炭素型荷役機械導入
率

港湾緑地の整備 27ha
（前回：30ha）

藻場等の創出 49ha

港湾緑地の整備 27ha
（前回：30ha）

藻場等の創出 24ha

港湾緑地の整備
27ha（前回：30ha）

KPI3
ブルーインフラ等の保全・再
生・創出

需要の具体化と合わせて目標を設定
KPI4
港湾における水素等の
取扱貨物量

重要達成度指標（KPI）と具体的な数値目標

[変更箇所]
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2.港湾脱炭素化促進事業及び将来構想

< 港湾脱炭素化促進事業及びその実施主体 >
脱炭素化推進計画の達成状況の評価に関する事項として、マニュアル（P29～35）よ

り、計画の目標を達成するために、現在実施している、また実施予定である取組について、
2事業に区分して定める。

計画への位置づけにあたっては、各事業者へのアンケート・ヒアリング調査により把握
した具体的な事業について、同意を得たものに限り記載を行う。

温室効果ガスの排出量の削減並びに吸収作用の保全及び強化に関する事業
事業の効果として、CO2削減量又は吸収量が見込まれる事業について記載

①温室効果ガスの排出量の削減に関する事業
②温室効果ガスの吸収作用の保全及び強化に関する事業

港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業
事業の効果として、港湾・臨海部の脱炭素化が見込まれる事業について記載

①水素・アンモニア等の受入・供給等に関する事業
②その他の脱炭素化に貢献する事業

計画案P29～31

< 港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想 >
促進事業として記載できる程の熟度は無いものの、今後取り組むことが想定される脱炭

素化の取組について、港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想として定める。

[変更なし]
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< 港湾脱炭素化促進事業及び港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想（秋田港）>

出入り船舶
・次世代燃料船への切替
・船舶への陸上電力供給

各ターミナル
・太陽光発電、蓄電池の導入
・荷役機械の脱炭素化

秋田県沖
・洋上風力発電事業の拡大（沖合展開等）
・二酸化炭素回収・貯留事業（CCS）

次世代エネルギー資源の受入拠点整備
・受入施設整備（係留・荷役・保管・輸送等）
・余剰電力による水素生成

●燃料転換、省エネ化の促進
（秋田製錬㈱）

●車両の電動化
（秋田海陸㈱）

●秋田4号機の廃止
（東北電力㈱）

●港内の照明施設のLED化
●港湾荷役機械の脱炭素化
●緑地の造成

（秋田県）

2.港湾脱炭素化促進事業及び将来構想 計画案P30,31,32,35,36

ブルーカーボン
生態系の創出

ターミナル外
・事業効率化
・省エネ設備の導入
・燃料転換
・自家発電設備の導入
・太陽光発電設備の導入
・再エネ由来電力への切替
・蓄電池の導入
・水素の利用拡大

臨海部のマイクログリッド化
・再生可能エネルギー（洋上風力発電、太陽光発電等）と蓄電池の組み合わせ
・臨海部の送電ネットワークの形成 等

ターミナル内

ターミナル外

ターミナル内外（臨海部）

出入り車両・船舶

港湾・臨海部の脱炭素化に
貢献する事業

凡例

促進事業

将来構想

温室効果ガスの排出量の削減並びに吸
収作用の保全及び強化に関する事業

港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業

出入り車両
・EV、FCVの導入

●省エネ化の促進
（日本製紙㈱）

[計画書の記載と統一]

●秋田臨海処理センター
 エネルギー供給拠点化事業

（秋田県）

●秋田県ごみ処理広域化・集約化
（秋田市他６市町村）
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次世代エネルギー資源の受入拠点整備
・受入施設整備（係留・荷役・保管・輸送等）
・余剰電力による水素生成

出入り車両
・EV、FCVの導入

出入り船舶
・次世代燃料船への切替
・船舶への陸上電力供給

●荷役機械の電動化・HV化
（秋田海陸㈱）

●港内の照明施設のLED化
●港湾機械の脱炭素化
●藻場・緑地の造成

（秋田県）

< 港湾脱炭素化促進事業及び港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想（船川港）>

2.港湾脱炭素化促進事業及び将来構想

ターミナル内

ターミナル外

出入り車両・船舶

港湾・臨海部の脱炭素化に
貢献する事業

凡例

促進事業

将来構想

温室効果ガスの排出量の削減並びに吸
収作用の保全及び強化に関する事業

ブルーカーボン
生態系の創出

秋田県沖
・洋上風力発電事業の拡大（沖合展開等）
・二酸化炭素回収・貯留事業（CCS）

ターミナル外
・事業効率化
・省エネ設備の導入
・燃料転換
・太陽光発電設備の導入
・再エネ由来電力への切替
・蓄電池の導入
・水素の利用拡大

計画案P30,31,35,36

各ターミナル
・太陽光発電、蓄電池の導入
・荷役機械の脱炭素化

[計画書の記載と統一]



7

出入り車両
・EV、FCVの導入

森林の保全

工業用地等の活用
・大規模太陽光発電の設置
・バイオマス燃料の利活用

次世代エネルギー資源の受入拠点整備
・受入施設整備（係留・荷役・保管・輸送等）
・余剰電力による水素生成

出入り船舶
・次世代燃料船への切替
・船舶への陸上電力供給

●車両の電動化
（秋田海陸㈱）

●バイオマス混焼発電
（東北電力㈱）

●港内の照明施設のLED化
●藻場・緑地の造成

（秋田県）

< 港湾脱炭素化促進事業及び港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想（能代港）>

2.港湾脱炭素化促進事業及び将来構想

ブルーカーボン
生態系の創出

秋田県沖
・洋上風力発電事業の拡大（沖合展開等）
・二酸化炭素回収・貯留事業（CCS）

ターミナル外
・事業効率化
・省エネ設備の導入
・燃料転換
・太陽光発電設備の導入
・再エネ由来電力への切替
・蓄電池の導入
・水素の利用拡大

ターミナル内

ターミナル外

出入り車両・船舶

港湾・臨海部の脱炭素化に
貢献する事業

凡例

促進事業

将来構想

温室効果ガスの排出量の削減並びに吸
収作用の保全及び強化に関する事業

港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業

[計画書の記載と統一]

各ターミナル
・太陽光発電、蓄電池の導入
・荷役機械の脱炭素化

計画案P30,31,32,35,36
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< 港湾脱炭素化促進事業によるCO2排出量削減効果 >
港湾脱炭素化促進事業の実施によるCO2排出量削減効果は約12.4万トン（3港合計）と算出

される。
港湾脱炭素化促進事業の実施によるCO2排出量削減効果（～2030年度）

2.港湾脱炭素化促進事業及び将来構想

事業の効果
(万トン)実施主体規模位置港湾事業の名称区分

0.01秋田県3台外港ふ頭秋田港
荷役機械（ガントリークレーン、トランス

ファークレーン）の脱炭素化の推進

ターミナル内 0.002

秋田県24基

各ふ頭

秋田港

ふ頭用地照明設備のLED化 秋田県31基船川港

秋田県23基能代港

0.001秋田海陸㈱1式港内船川港荷役機械の電動化・HV化

0.01計

9.0秋田製錬㈱1式大浜地区秋田港省エネ化の促進、燃料転換等

ターミナル外

3.3日本製紙㈱1式向浜地区秋田港省エネ化の促進

0.003秋田海陸㈱1式各ふ頭秋田港、能代港車両の電動化

0.03

秋田県62基

各ふ頭

秋田港

ふ頭内照明設備のLED化 秋田県7基船川港

秋田県10基能代港

秋田県24基

臨港道路

秋田港

道路照明灯のLED化 秋田県48基船川港

秋田県25基能代港

秋田県1式
港湾事務所、

マリーナ

秋田港

建物内照明のLED化 秋田県1式船川港

秋田県1式能代港

0.02
（前回：0.03）

秋田県
27.1ha

（前回：29.4ha）
各ふ頭各港湾緑地の造成

12.4計

12.4合計

計画案P29[変更箇所]
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< 港湾脱炭素化促進事業によるCO2排出量削減効果 >
2030年度までに全ての事業を実施した場合のCO2削減率は18.0%(2013年度比)であり、削減目

標-46%に到達しないが、今後、民間事業者等による脱炭素化の取組の準備が整ったものから随時追
加し、目標達成を目指すものとする。

合計ターミナル外出入車両・船舶ターミナル内項目

238.4万トン237.1万トン1.1万トン0.2万トン①. CO2排出量(2013年度)

207.8万トン206.5万トン1.1万トン0.2万トン②. CO2排出量(2021年度)

12.4万トン
（事業化により ＋約25万トン）

12.4万トン
（事業化により ＋約25万トン）

0.0万トン0.01万トン
③. 港湾脱炭素化促進事業による

CO2排出量の削減量
（将来構想のうち事業規模等の見通しがあるもの）

43.0万トン42.9万トン0.0万トン0.02万トン
④．基準年からのCO2 排出量の

削減量（①－②＋③）

18.0%
（事業化により ＋約10%）

18.1%
（事業化により ＋約10%）

0.0%7.6%削減率（④/①）

港湾脱炭素化促進事業の実施によるCO2排出量削減効果

事業の効果実施主体事業の名称

▲30.6万トン
(238.4万トン⇒207.8万トン)

港湾運送事業・製造業等(9社)使用電力の切替

建設業・製造業(2社)燃料転換

物流業、製造・販売業(3社)輸送効率化・機能集約

エネルギー業(1社)自家発電設備の導入・拡大

港湾運送事業・製造業(2社)EV車、電動フォークリフト導入

各事業者及び秋田県(10社)照明のLED化、省エネ設備導入等

発電事業者
発電事業に伴うCO2排出量の減少

（電力使用に伴うCO2排出係数の減少）

（参考）実施済みの事業によるCO2排出量削減効果（2013年度～2021年度）

2.港湾脱炭素化促進事業及び将来構想 計画案P31[変更箇所]
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3.計画の達成状況の評価に関する事項

< 計画の達成状況の評価等の実施体制 >

【実施体制について】
・計画期間中は、秋田県港湾脱炭素化推進協議会を適宜開催する。
・協議会において、計画の推進及び進捗状況を確認・評価するものとする。

【評価の手法について】
・重要達成度指標（KPI）の数値目標と実績値の比較により計画の達成状況を評価する
・達成状況の把握のため、港湾脱炭素化促進事業等の進捗状況など、脱炭素化の効果を

定量的に把握するためにアンケート調査を実施する予定。

重要達成度指標（KPI）と具体的な数値目標

具体的な数値目標KPI
（重要達成度指数） 長期(2050年度)中期(2040年度)短期(2030年度)

実質0トン/年
（2013年比100%減）

64.4万トン/年
（2013年比73%減）

128.7万トン/年
（2013年比46%減）

KPI1
CO2排出量

KPI
（重要達成
度指数

100%100%
62%

(2021年時点 5%)

KPI2
低・脱炭素型荷役機械導入
率

港湾緑地の整備 27ha
（前回：30ha）

藻場等の創出 49ha

港湾緑地の整備 27ha
（前回：30ha）

藻場等の創出 24ha

港湾緑地の整備
27ha（前回：30ha）

KPI3
ブルーインフラ等の保全・再
生・創出

需要の具体化と合わせて目標を設定
KPI4
港湾における水素等の
取扱貨物量

計画案P39[変更箇所]
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3.計画の達成状況の評価に関する事項

< 計画の見直し >

【計画の見直しについて】
・本計画は、評価結果、国や市の温室効果ガス削減目標、脱炭素化に資する技術の進展

等を踏まえ、適時適切に見直しを行うものとする。
・計画期間や見直し時期は、各港の港湾計画やその他関連計画の見直し等にも留意した

上で対応する。

秋田県
港湾脱炭素化推進

協議会

①PLAN
本計画の策定・変更

○計画対象・目標
○促進事業・構想
○計画期間
○ロードマップ など

③CHECK
計画・取組状況の評価

○対象事業の進捗状況
○取組みの効果・問題点
○後発の新技術
○ニーズの変化 など

②DO
対象事業の実施

○事業の検討・F/S
○実証事業
○本格導入

など

④ACTION
改善・対策

○当初計画の見直し
（各項目について）

○取組状況の改善・対策
など

PDCAサイクル

計画案P33[変更なし]



秋田県
港湾脱炭素化

推進計画
策定

計画の推進（計画期間：～2050年度）

12

4.計画期間

< 本計画の期間について >

【計画期間】
・脱炭素化推進計画の計画期間として、マニュアル（P51）より、目標の実現に必要

な期間として、計画期間は2050年度までとする。

協議会を適宜開催
・達成状況の評価
・計画の見直し

排出量

吸収量

2013年度

実質
排出量

排出量

吸収量

2030年度

実質
排出量

排出量

吸収量

2040年度

排出量

吸収量

2050年度

0

50

100

150

200

250

CO2排出量(万トン)

-5

実質
排出量

-46%

実質0トン

-100%-73%

64.4万トン

2021年度

排出量

吸収量

実質
排出量

128.7万トン

238.4万トン
207.8万トン

350

300

計画期間の設定

計画案P28[変更なし]
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5.港湾脱炭素化の実施に関し港湾管理者が必要と認める事項

< 港湾脱炭素化の実施に関し港湾管理者が必要と認める事項 >
マニュアル（P51～54）より、以下5つの事項について記載を行う。

①港湾における脱炭素化の促進に資する将来の構想
アンケート・ヒアリングより把握した、各事業者の将来構想について記載する。

（P５～７）
②脱炭素化推進地区制度の活用等を見据えた土地利用の方向性

今後、水素等の利用が具体化した際に検討を行うこととする。

③港湾及び産業の競争力強化に資する脱炭素化に関連する取組
今後の取組として、洋上風力発電・太陽光発電による再生可能エネルギー由来電力を活

用し、蓄電池等と合わせて荷役機械や物流車両の電動化、陸上電力供給により港湾荷役に
伴うCO2排出量の削減を目指す。これら一連の取組を通じて、サプライチェーンの脱炭素
化に取り組む荷主・船社の秋田県内港湾利用を誘致し、国際競争力の強化を図り、船社・
荷主から選ばれる港湾を目指していく。

④水素・アンモニア等のサプライチェーンの強靭化に関する計画
今後、水素等の利用が具体化した際にサプライチェーンと合わせ検討を行うこととする。

⑤ロードマップ
全体的な取組内容や取組スケジュールを明らかにするため、港湾脱炭素化推進計画の目

標の達成に向けてのロードマップを記載する。（P1４）

計画案P35～P38[変更なし]



5.港湾脱炭素化の実施に関し港湾管理者が必要と認める事項

< ロードマップ >

※ロードマップは適宜開催する秋田県港湾脱炭素化推進協議会や、技術開発の動向等を踏まえて、適宜見直しを行う。

停泊船舶への陸上電力の供給

荷役機械の脱炭素化（電動化等）の推進
(ガントリークレーン、トランスファークレーン、その他)

低・脱
炭素化

脱炭素化

バイオマス混焼発電事業

次世代燃料船への切替

蓄電池・太陽光発電の導入 導入

港湾緑地・藻場の造成

タ
ー
ミ
ナ
ル
内

タ
ー
ミ
ナ
ル
外

船
舶

車
両

そ

の

他

省エネ化の促進、効率化、燃料転換、購入電力の切替等 促進

導入・拡大

車両の電動化、FCV化
FCV化の検討・促進

蓄電池・太陽光発電の導入

秋田火力4号機の廃止 廃止

ごみ処理施設の広域化・集約化による効率化

導入施設の拡大

導入・拡大

検討・導入 拡大

検討・導入 拡大

事業実施

設計・施工

黒字：港湾脱炭素化促進事業
緑字：港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業
青字：港湾における脱炭素化の促進に資する将来構想

ブルーカーボン生態系の創出及び森林の保全

余剰電力による水素生成 検討・導入・拡大

創出・維持育成及び保全

F/S

電動化の導入・拡大

(完了)

検討・導入

緑地整備 藻場造成

事業実施

2030年度 2050年度2040年度現在

14

照明設備のLED化（ふ頭用地内） 順次LED化

照明設備のLED化（ふ頭、道路、建物内） 順次LED化 (完了)

車両の電動化 導入

検討・促進

導入・拡大

(完了)

短
期
目
標
の
達
成

計画案P39

臨海部のマイクログリッド化 導入・拡大

タ
ー
ミ
ナ
ル
出
入

車両のFCV化

バイオマス燃料の利活用、大規模太陽光発電の設置 検討・設置 拡大

秋田臨海処理センターエネルギー供給拠点化事業 設計・施工 再エネ由来電力発電・供給

電源構成の変化（再エネ由来電力への切替） 順次切替

燃料転換 次世代燃料の利用検討・導入・拡大

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

[変更箇所]



5.港湾脱炭素化の実施に関し港湾管理者が必要と認める事項

< 参考：前回のロードマップ >

※ロードマップは適宜開催する秋田県港湾脱炭素化推進協議会や、技術開発の動向等を踏まえて、適宜見直しを行う。

停泊船舶への陸上電力の供給

荷役機械の脱炭素化（電動化等）の推進
(ガントリークレーン、トランスファークレーン、その他)

低・脱
炭素化

脱炭素化

秋田県沖洋上風力発電事業

次世代燃料船への切替

蓄電池・太陽光発電の導入 検討・導入

港湾緑地・藻場の造成

タ
ー
ミ
ナ
ル
内

タ
ー
ミ
ナ
ル
外

船
舶

車
両

その
他

省エネ化の促進、効率化、燃料転換、購入電力の切替等 促進・導入・拡大

導入施設の拡大

車両の電動化、FCV化
FCV化の検討・促進

蓄電池・太陽光発電の導入

火力発電の脱炭素化 秋田火力4号機の廃止、ブラックペレット、アンモニア混焼

日本海側東北地方CCS事業

導入施設の拡大

導入・拡大

検討・導入 拡大

検討・導入 拡大

事業実施

事業実施

黒字：港湾脱炭素化促進事業
緑字：港湾・臨海部の脱炭素化に貢献する事業
青字：港湾における脱炭素化の促進に資する将来構想

ブルーカーボン生態系の創出・森林の保全

余剰電力による水素生成 検討・導入・拡大

創出・維持育成

F/S

電動化の導入・拡大

(完了)

検討・導入

緑地整備 藻場造成

事業継続 導入拡大

導入拡大

2030年 2050年2040年現在

15

照明設備のLED化（ふ頭用地内） 順次LED化

照明設備のLED化（ふ頭、道路、建物内） 順次LED化 (完了)

車両の電動化、FCV化
電動化の導入・拡大

FCV化の検討・促進
導入・拡大

(完了)

短
期
目
標
の
達
成

旧：計画素案P37

臨海部のマイクログリッド化 導入・拡大

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
実
現

タ
ー
ミ
ナ
ル
出
入
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※計画（案・最終案）については、協議会員による内容確認を実施予定

今後のスケジュール

計
画
（
素
案
）

協
議
会

意
見
の
反
映

関
係
者
調
整

県
民
意
見
募
集

（
パ
ブ
リ
ッ
ク

コ
メ
ン
ト
）

国
土
交
通
省

確
認
・
調
整

計
画
（
案
）

計
画
（
最
終
案
）

計
画
公
表

計画公表までの流れ

6.港湾脱炭素化推進計画(案)

< 港湾脱炭素化推進計画（案） >
ここまでの内容を取りまとめ、第3回協議会で秋田県港湾脱炭素化推進計画（素案）を作

成した。その後、国土交通省との確認・調整を経て、今回、秋田県港湾脱炭素化推進計画
（案）を作成したものです。

16

本協議会のここまでのスケジュール

※ ※

港湾脱炭素化
推進協議会に移行

新マニュアル公表

現在

各港部会

協議会

国交省

CNP協議会

第１回

（10/19）

第１回

秋田港,船川港（11/21）

能代港（12/2）

港湾法の改正

第２回

（3/17)

3港同時開催

第1回

(5/23)

部会を通じて各港の基礎調査はまとまったため今後の部会は協議会と同時開催

第2回

(11/6)

第3回

（3/11）
・計画（素案）作成

国交省による確認・調整


